
里親への包括的支援体制の抜本的強化と家庭養育原則の徹底 

現状・課題 検討項目 

新たな里親の獲得に向け
た普及啓発  

ファミリーホーム数の拡大
に向けた取組、支援の充実 

○制度についての社会の認知度が課題 
⇒都民対象のアンケート調査及び企業対象のアンケート調査を実施して把握 
 （６月末調査票発送、８月末報告書完成） 

○ファミリーホームの設置に関して、都は独自の上乗せ基準を設けている。 
・養育家庭移行型の場合は開設時に４人の受託児童がいることが必要 等 
○ファミリーホーム制度についての社会の認知度が課題 〔アンケートより〕 

○事務費が現員払いであるなど、措置費の支弁が不十分 〔同上〕 

未委託家庭の委託と活用
促進に向けた取組（短期委
託、一時保護委託、レスパ
イト受け入れ等） 

○未委託の登録家庭が多く、短期委託や一時保護等での活用促進が課題 
・養育家庭登録数564、委託家庭数338（平成30年度末時点） 

・一時保護のケースでは、保護所の定員に空きがないために保護先の確保が難航
することが多い。 
○都は、養育家庭と養子縁組里親の二重登録を認めていない。 
・制度の目的が異なるという考え方により運用している。 
・他県では、埼玉県・千葉県・神奈川県は可、大阪府は不可 

研修等の充実による、里親
の希望児童の偏りの改善 

○養育家庭が受託を希望する児童の年齢に偏りがある。 
・６歳以下を希望する家庭が６割を超える一方、１３歳以上は２割未満 
○中高生を受託する里親は経済的負担が大きい。 
・通信費や高校生の部活動費の実費支弁がない。 
○支援が難しい児童に対応できる里親が不足している。 

資料３－１ 

今後の方向性 

・民間のノウハウも活用したターゲッ
トを絞った普及啓発 
（詳細は第６回部会で検討予定） 

・里親への一時保護についての理解
の促進、円滑な一時保護委託のた
めの取組の推進 
 
・認定・登録のあり方の検討 

・中高生を希望する里親を増やすた
めの普及啓発の実施 

・障害児や被虐児、高年齢児を受託
する里親への支援の充実 
・専門養育家庭のリクルートと活用 

 

・認定・登録のあり方の検討 

・制度周知のための普及啓発の充
実 
・安定的な運営のための支援の充実 
 

里親委託候補とする児童
の増加に向けた取組【追
加】 

○里親委託候補となる児童が少ない。 
・実親の同意が取れないケース、家庭復帰ケースが課題 〔児相調査より〕 

 ⇒家庭復帰ケースについては、児相に追加調査を実施 
   家庭復帰に向けた交流の実施状況、里親委託に適さない理由、里親委託率 
  向上のために必要な取組を調査 

・実親に制度の理解を促す取組の充
実 
・里親の実親支援に係る機能の強化 
（詳細は第６回部会で検討予定） 
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現状・課題 検討項目 今後の方向性 

フォスタリング業務を民間
機関へ委託（モデル）した
際の児童相談所との役割
分担及び連携について 

○ 改正児童福祉法では、里親のリクルート及びアセスメント、里親登録前後及び
委託後における里親に対する研修、子供と里親家庭のマッチング、里親家庭の
マッチング、里親養育への支援、里親委託措置解除後における支援に至るまでの
一連の業務を都道府県業務として規定 
○ 都は現在、民間フォスタリング機関は未設置 

（業務の一部を民間里親支援機関等に委託し、施設の里親支援専門相談員等と
連携したチーム養育体制による里親支援を実施） 

次年度のモデル実施に向けた検討 

（実施区域、支援対象、委託内容、
委託先） 

里親制度に対する都民の
理解促進や社会全体で里
親子を支援する意識の醸
成を目的とした普及啓発 

○制度についての社会の認知度が課題 

・申請に当たってハードルに感じたこととして、家族・親族の理解を得ることを挙げ
ている里親が多い。〔里親アンケートより〕 

チーム養育体制の充実に
向けた体制強化及び人材
育成 

○現在の体制についての評価とさらなる充実に向けた改善が必要 
・児相（親担当、子担当）と関係機関との情報共有が十分でない、時間がかかる。 
・里親支援機関の専門性をもっと活用できるのではないか。〔親担当アンケートより〕 

不調事例等を踏まえ、養育
家庭等の養育力向上に向
けた研修及び里親相互に
よる支援の強化 

○里親の養育力の向上と里親への支援の充実が必要 

・里親から措置変更となったケースでは、児童の特性に合わせた対応ができな
かったケースが多い。〔措置変更に関する調査より〕 

・里親がペアレントトレーニングを習得する必要がある。 〔児相調査より〕 

・制度周知のための普及啓発の充
実（具体的な手法については、都
民・企業アンケートの結果を踏まえ
て検討） 

・関係者間の情報共有の仕組みの
整理とそれぞれの立場や専門性を
活かした支援の実施 

 

 

・最適なマッチングのための取組の
強化 
・研修の充実、受講促進 
・里親への支援の充実 
 
 

委託児童の自立支援及び
アフターケアの取組の検討 

○自立前後の支援が不足している。 
・里子向けに自立のための支援に関する情報提供があればよかった。 
・自立後の支援がほぼない、生活に関する相談先がない。 
・措置解除の前に児童本人が意見を表明できる機会を確保してほしい。 
・進学のための予備校代等の支弁が不十分。 〔以上、当事者ヒアリングより〕 

○措置解除後も元里親が支援を担っていることが多い。 〔里親アンケートより〕 

・里子向けの情報提供の実施 

・自立の準備からアフターケアに至
るまでの（本人参加も含めた）相談
体制の強化 
・進学のための支援の充実 
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